
（ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 1 1

（直近）

96.6%

1.65人 6,950 0.90人 4,760 0.90人 4,800 1.00人 5,360 100.8%

0.55人 4,510 0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.60人 4,680 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.70人 1,680 0 0 0 - 

0.40人 760 0.40人 760 0.40人 800 0.40人 680 105.3%

96.8%

国・府支出金 91.2%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 - 

一般財源      99.0%

- 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 所 8 8 8 8

（2） 延人数 8,980 9,178 9,383 9,648

（3）

（4）

選択の
理　由

146,765

29,43235,113

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

125,408

130,208132,641

21 年度

(決算）

22 年度

２３年度実施の事務事業
(２４年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤井　重孝

子育て・保険部 保育課担当部課名

少子化への対応と子育て支援

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

私立保育所補助等事業

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類番号 / 事業番号 / 枝 番号

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

私立保育所補助等事業

事業の対象【誰（何）を】

事業の手段【どうする（させる）ことで】

私立保育園

私立保育園に対する助成、補助（基本助成・給食助成・0歳児加算･運営費補助）

実施期間

私立保育園に対する助成、補助

事業内容の見直し 平成    年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の目的【どのような結果を得るか】

141,405事　業　費（千円）

(決算）

23 年度

(予算）
区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市民間保育所運営費補助金交付要綱・民間保育所に対する助成要綱

(決算）

24 年度

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

財
源

33,641

任期付短時間勤務職員

38,495

125,691 129,811

134,571

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

補助内容の精査並びに確認

入所児童が増えていく中で、民間保育所の安定した運営を
維持継続。
国の地方独自の子育て支援事業廃止により、H24年度より
地域活動補助金の廃止。幼保一体化に向け、学校教育導
入研修事業補助金を創設。

選択の
理　由

1,600

99,000 96,076 115,73395,095

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

補助事業事務の一部において委託可能であ
る。

内　　　　　　　　容 単位

国庫・大阪府の補助要綱に従い補助

保育行政に不可欠。引き続き保育内容の向上及び安定を図っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計








































































